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Ⅰ　自然災害発生時の心理的支援の必要性

1　被災直後の心理的反応とレジリエンス

大規模な自然災害が発生した際には、被災者は日常生活で経験するストレスをはるかに超える強

いストレスを受ける 2,3。一方で、そのような過度のストレス状況下においてすべての人が急性スト

レス障害 (acute stress disorder, ASD) や心的外傷後ストレス障害 (post-traumatic stress disor-

der, PTSD) といった精神疾患を発症するわけではない。とくに発災前から健康で社会適応力の高

い人々は、大規模自然災害を経験したとしても柔軟な対応力を示し、専門的な心のケアを必要とし

ないとされる 2。その心理学的要因として、「レジリエンス」(resilience) による自己回復が挙げら

れる 4,5。レジリエンスは、①長く続く強いストレスからの心の健康の回復という現象や過程、②そ

の能力や特性 (心の回復力 )、といった意味合いで用いられる心理学的構成概念である 6。被災によ

り一過的にストレス状態に陥ったとしても、多くの人はレジリエンスによりストレスを跳ね返し、

自然に自己回復するとされる。このことについて、袖山 (2018) は「何かを失った人が、ある程度

の期間、不安に陥ったり悲しみに暮れたりすることは、自然で正常なことである。一定期間、悲し

みに向き合ったのちには、自然にそこから立ち上がることができる」と述べている 7。

2　被災者の心理的支援

レジリエンスを前提とした災害時の心理的支援の基本は、「これ以上傷つけないこと」(Do no 

harm) とされる 8。被災による過度なストレス状況下では、人は平時とは異なる心的反応や行動を

示すことがある。このような場合に周囲の人や支援者が不用意な言動等をとってしまうと、それが

被災者のレジリエンスを阻害し心理的な二次被害につながることから、留意が必要である。たとえ

ば、地震に被災した児童が「地震ごっこ」を始めることがある 9,10。これは「再体験遊び」(post-

traumatic play) と呼ばれる現象で、子どもが恐ろしい体験をごっこ遊びのかたちで表出すること
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で、自らの体験として消化しようとする反応とされる。再体験遊びは「異常な状況における正常な

心の反応」による振舞いであり、保護者や保育者等は不謹慎などとして無理にこれを制止すること

なく、見守ることが適切な対応とされる 11。

被災直後の避難所生活においては、被災者数も多く、プライバシーの確保も難しいことから個別

の専門的な心理的ケアの提供は困難であり、被災者のレジリエンスに着目した集団的なアプローチ

の支援が中心となる。その際の支援方略として「サイコロジカル・ファーストエイド」(心理的応

急処置 ; Psychological First-Aid, PFA) が挙げられる。PFAは危機的な出来事に遭遇した人たちに

行う心理的応急処置の総称である 12。PFAは1940年代頃から戦争や災害にさらされた個人や集団

の精神症状の予防やケアといった文脈の中で概念や方法が整備されてきた 13,14。現在邦訳され国内

でも広く参照されている主要なPFAガイドとしては、世界保健機関 (WHO) によるPFAフィール

ド・ガイド 15、アメリカ国立子どもトラウマティックストレス・ネットワーク (National Child 

Traumatic Stress Network, NCTSN) と ア メ リ カ 国 立PTSDセ ン タ ー (National Center for 

PTSD, NCPTSD) によるPFA実施の手引き 16、赤十字・赤新月社によるPFAガイド 17、ジョンズ

ホプキンスRAPID PFA18などが、また子ども向けPFAとしてはセーブ・ザ・チルドレン (Save 

the Children) による子どものためのPFA19などが知られている。PFAは衣食住に関する基本的な

ニーズを満たすための手助けや、個人が必要とする情報やサービス、コミュニティにつなぐための

支援に主眼を置くが、同時に支援者が被災者の落ち着きや安心を促進し、「これ以上傷つけない」

ための環境調整やコミュニケーション手法についても多数の言及がある。たとえばNCTSN& 

NCPTSDによるPFA実施の手引き 20　によると、「さらなるトラウマ体験や、トラウマを思い出す

きっかけになるものから身を守る」に関して、マスコミ等から被災者のプライバシーを保護した

り、被災者にメディアのインタビューを断ってもよいと助言するとある。また、「家族や親しい友

人を亡くした被災者を支える」に関して、支援者は「お気持ちはわかります」や「あなたが生きて

いてよかった」などとは“言ってはいけない”(Don’t say) とされる。PFAの目的は被災者の回復

を阻害せずに最善のケアを提供することであり、また専門家に限らず少しの知識があれば誰もが実

践可能な、レジリエンスを前提とした「これ以上傷つけない」心理的支援の実践的なガイドといえ

る 21,22。

災害発生時におけるPFAの重要性は、国内ではとくに1995年の阪神淡路大震災が契機となって

専門家や行政の間で認識されるようになった。2011年の東日本大震災を経て、内閣府は2012年に

「被災者のこころのケア都道府県対応ガイドライン」を発表している 23。2024年1月1日に発生し

た令和6年能登半島地震 (以下、能登半島地震と表記 ) においても、発災直後から各団体等により

PFA提供のための活動がなされている。たとえば、石川県は同年1月22日に石川県こころの健康

センター内に被災者の心のケアに関する専用の電話相談窓口を開設し 24、同年7月からは石川ここ

ろのケアセンターに事業を拡大し、被災者や支援者に対する支援や普及啓発活動を継続している 25。

一般社団法人日本トラウマティックストレス学会も同年1月15日に能登半島沖地震緊急企画「心
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理的支援に向かう前に知っておきたいこと」と題した動画を公開し、PFAを中心に解説している 26。

子どもの心理的支援に関しても多数の実践が早期からなされた。一例を挙げると、文部科学省のス

クールカウンセラー (SC) 派遣事業が同年1月26日から開始され、その初動としてPFAに特化し

た活動が展開された 27。また、セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンやワールド・ビジョン・ジャパ

ンなどが同年1月下旬から2月上旬にかけて石川県内で学童保育支援員や保育士等を対象とした

PFA講座を開催している 28,29。

3　被災者の心理的支援に関する社会的課題

平時からのPFA研修は専門家向けのものが多く 30、PFAという概念やガイドの一般への普及は

まだ途上といえる。被災直後の被災者のニーズとしては、水道や道路、電気・エネルギーなどライ

フライン関連に集中しやすいことや 31、被災者の心理的な問題は被災直後よりもある程度時間が経

過してから顕在化しやすい特性もあり、非専門家では被災直後からの心理支援の重要性に注意が向

きにくい可能性もある。能登半島地震においても、被災者の心理的支援の必要性に関する一般のメ

ディア報道が大きくなされたのは震災発生後1ヶ月以降が多かった 32,33。さらに、近年では自然災

害発生時の避難場所として避難所のみならず、在宅避難 (home evacuation) を選択肢として想定

する自治体が増加している。従来、自然災害発生直後の心理支援の提供場所は避難所が中心であっ

たが、在宅避難者が増加することで、早期の心理支援が行き届きづらくなる可能性もある。そこ

で、上述のような被災者の心理的支援に関する基礎的な知識や技能の、一般への普及啓発が今後一

層重要となるものと考えられる。

4　本稿の目的

以上の背景を踏まえ、本稿は被災者のレジリエンスを阻害しない対人コミュニケーションの一層

の普及啓発に向け、行政による支援の現状と課題を整理し、大規模自然災害発生時の心理的支援の

拡充に向けての展望を論じることを目的とする。とくに子どもの心理的ケアと親子間の信頼関係構

築に焦点を当て、PFAのうち平時からの親子間コミュニケーションにおいて実践可能な部分の抽

出と普及啓発拡大の可能性について論じる。

Ⅱ　在宅避難を想定した心理的支援の課題

1　在宅避難想定の増加

自然災害発生後の行政による心理的支援の現状と今後の課題を考える上で、在宅避難想定の増加

がポイントの1つとして挙げられる。従来、自然災害発生直後の被災者に対する政府や地方自治体

等の支援は避難所を中心として実施されてきた。一方で、東日本大震災や熊本地震などの大規模災

害において、多くの被災者が避難所よりも自宅や車中泊等を避難先としていたとされる 34。このこ
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とは限られたスペースの避難所に居場所を確保できないことや、自身や家族等の健康状態により自

宅からの移動が困難であること、避難所におけるプライバシー確保やペット同伴の困難さ等の事情

が想定されているほか、近年の民間調査においても多くの人は在宅避難を希望していることが示さ

れている 35。さらに、近年、豪雨災害をはじめとして自然災害が激甚化・頻発化していることや、

首都直下型地震や南海トラフ地震での被害規模想定の大きさを考慮すると、避難所運営にかかる物

的・人的資源の不足は明らかであり、一定の被災者が在宅避難を選択する前提で避難生活に対する

支援を考える必要がある。

2　在宅避難者の心理的支援におけるマンパワー不足

在宅避難者に対して多岐に渡って求められる支援の中で、心理的支援に関するニーズや提供方略

への関心はまだ途上といえる。内閣府が2024年6月に発表した「避難生活の環境変化に対応した

支援の実施に関する検討会とりまとめ」36　においても、心理的支援に関する直接的な言及は多く

ない。在宅避難者等の状況把握用調査項目に「生活面の変化 (精神面 )」欄があることや、在宅避

難者等の支援拠点運営の活動の中で「心のケア」というキーワードは出現するが、具体的な支援に

関する記述はあまり見当たらない。

また、内閣府によると、在宅避難者に対する心理的支援に関しては、前述のように在宅避難者等

の支援拠点における心のケア提供のほか、保健師等による巡回健康相談の実施や民間支援団体との

連携により心のケアを含む避難者の健康状態の把握・管理を進めるとされている 37。一方で、内閣

府が市区町村を対象として実施した調査 (n = 1,162) では、在宅避難者支援の実施体制の構築が進

まない要因として、「人員不足」(66.4%) が最も多く挙げられていた 38。同様に都道府県を対象とし

て実施した調査 (n = 47) では、保健師による巡回を実施する場合の巡回先について、「要支援者等

に絞る」が72%を占め、「被災世帯全体」は14%にとどまった 39。これらの調査結果からも、在宅

避難を想定した場合にPFAの専門的研修を積んだ支援者による心理的支援は「マンパワー不足」

が大きな課題となりやすく、避難所避難者と比較して在宅避難者に対する早期の心理的支援が行き

届きにくい懸念がある。

Ⅲ　PFAに基づくフェーズフリーな親子間コミュニケーションの啓発 

1　心理的支援において自助が可能な部分の抽出

在宅避難者は心理的支援について早期の「公助」を受けることが困難と予想されることから、被

災時の心理的支援に関しても「自助」が可能な部分を整理するとともに、一般に向けた一層の普及

啓発を進めていく必要がある 40。

その際の留意点として、PFAのすべてを自助で行うことは適切とはいえないことから、まず

PFAにある心理的支援のうち自助が可能な部分の整理・抽出が重要である。PFAガイドは基本的
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に支援者に向けたものであり、被災者に向けたものではない。「支援者支援学」41があるように、

支援者も被災者支援に際して大きなストレスを受けることから、被災によりすでに大きなストレス

を体験している被災者自身に支援者のすべての役割を負わせることは適切ではない。

その上で、PFAガイドの中には被災者に対し、被災者間、とくに親子間で特定のコミュニケー

ションを促すような説明も多くある。たとえば前述のNCTSN& NCPTSD版PFA実施の手引きに

おける「さらなるトラウマ体験や、トラウマを思い出すきっかけになるものから身を守る」に関し

て、支援者は子どもの親に対して「子どもが報道に触れすぎないように注意し、報道に接したこと

で不安が増加した場合はそれについて子どもと話をする」よう勧めたり、「子どもの前で話す内容

に注意し、動揺させる事柄がどのようなものか知っておく」よう助言するとされる 42。また「家族

や親しい友人を亡くした被災者を支える」に関しては、家族を亡くした子どもは自分が生き残った

ことに対して罪悪感を繰り返し抱きやすいことから、誰のせいでもないことを伝え、子どもが自責

感を払拭できるよう常に支えを提供するよう親や保護者に提案するとある 43。これらの注意事項に

ついては親・保護者があらかじめ把握しておくことで、公助のPFA提供を待つことなく被災直後

から親子間コミュニケーションに活用することができ、子どもの心理的支援や、親子間の信頼関係

の構築にも寄与すると考えられる。PFAでは、親のいる子どもに対し、支援者は直接支援を提供

するのではなく、親に子どもとの接し方を伝え、親から子どもに支持的なコミュニケーションを提

供するよう促す場合が多い。そのため、親子間コミュニケーションに関しては親が事前にPFAの

当該内容を把握しておくことで自助が可能となる部分もあると考えられる。それにより、被災直後

からレジリエンスを阻害しないコミュニケーションが可能となるとともに、限られたマンパワーの

中で公助としてのPFA提供が必要な人に心理的支援が行き届きやすくなると考えられる (図表1)。

PFAのうち、親子間コミュニケーションに関する部分を抜粋して一般向けに啓発する試み自体

はすでにある。代表的なものとしては内閣府の『ほっと安心手帳』が挙げられる。これは「災害を

経験した方、家族や友人を支える方向けの心のケアの手帳」であり、第一弾 (災害発生直後～半年 )、

第二弾 (災害発生半年後～)、第三弾 (災害発生一年後～) が公開されている 44。この第一弾には、

「被災した子どもに接する周囲の人へ」と題した頁があり、子どもに現れやすいストレス反応の説

図表1　PFAの親子間コミュニケーションに関する平時からの普及啓発

 心理的支援に関する平時からの備え  被災した子どもに対するPFA提供のフロー

現状 ・PFA提供者を対象とした専門的研修 ・PFA提供者→親・保護者→子ども

本提案 ・PFA提供者を対象とした専門的研修

・ 親・保護者を対象とした「子どもの心理的ケ

アに資するフェーズフリーな親子間コミュニ

ケーション」に関する講習会等

・ 上記講習会等で学んだ親子間コミュニケー

ションの実践

・ 親・保護者→子ども (平時と同様のコミュ

ニケーション )
・ 必要に応じて ) PFA提供者→親子

 [効果 ]
・ PFA提供者の到着前からレジリエンスを阻

害しない親子間コミュニケーションが可能に

・ PFA提供者による心理的支援が必要な被災

者にケアが行き届くように
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明とともにその対応方法として「一緒にいる時間を増やしましょう」「子どもが話すことは、否定

せずに聴いてあげましょう」「ただし、話したくないときには無理に聞きださないようにしましょ

う」などの5項目について説明がある 45。『ほっと安心手帳』はA4判両面1枚 (A6判1面で1つの

コンテンツ×8面。子どもの心理的支援に関するコンテンツはこのうち2面 ) に端的にまとめられ

ており、PFAガイドと比較して大幅に情報量を減らすことで、災害発生時に一般の被災者に最低

限必要な情報が伝達されるよう工夫されている。一方で、当然ながらPFAに詳述されている親子

間コミュニケーションが網羅されているわけではないことから、被災後の各状況における個別の留

意点については前述の主要なPFAガイド等を参照して改めて整理する必要がある。また、『ほっと

安心手帳』にも「家族や友人を支えている方へ」と向けて、支援者自身のストレスの把握やストレ

スケアに関する説明がある 46。この点も重要であり、心理的支援に関する自助の限界と、自身のス

トレスに対する理解やセルフケアについても自助の前提として認識を共有する必要があろう。

2　フェーズフリー化による平時からの普及啓発の促進

PFAのうち自助に活用することが可能な親子間コミュニケーションに関する内容および支援者

ストレスに関する情報を、どのように一般に普及啓発したらよいだろうか。災害発生時には伝達可

能な情報が制限されやすいことから、平時からの普及啓発が不可欠である。PFAに関する平時か

らの研修は各関連団体が定期的に開催しているものの、現状では被災者支援業務にあたる職員を対

象としたものが多く 47、一般向けの研修機会は必ずしも多くない。

内閣府 (2024) は、在宅避難者支援の基本的な考え方の1つとして、「平時・被災後の生活再建

フェーズとの連続性の確保」を挙げている 48。平時から支援に取り組んでいる者が被災後も継続し

て支援を実施することが効率的・効果的であり、被災後も平時からの支援を円滑に継続できるよう

平時から備えることが重要である。このようなアプローチは「フェーズフリー」(phase free) と呼

ばれる。フェーズフリーを2014年にはじめて提唱したとされる佐藤唯行氏によると、フェーズフ

リーは「平常時に利用されるすべての商品およびサービスが持つ、災害時に役立つ付加価値」とさ

れ 49、この概念を精緻化させた秦他 (2018) によると、「日常時や非常時などの社会の状態に関わら

ず、いずれの状況下においても、適切な生活の質を確保する上で支障となる物理的な障害や精神的

な障壁を取り除くための施策、およびそれを実現する概念」と定義される 50。一般の被災者にとっ

てPFAは「被災後に提供されるもの」という位置づけであるが、被災時の子どもの心理的支援に

つながる親子間コミュニケーションの内容の多くは平時においても良好な親子間コミュニケーショ

ンに寄与するものと考えられる。そこで、フェーズフリーな親子間コミュニケーションとして、平

時から学校や園、地域等で保護者向けの講習会等を開催することで普及促進が期待できるのではない

だろうか。

言語・非言語コミュニケーションのフェーズフリー化に関する取組みとして、たとえば鳴門市教

育委員会は「学校のフェーズフリー」に関するコンセプト&ガイドブックの中で、言語表現、家
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庭生活、心の発達などもフェーズフリー項目に含めて紹介している 51。また、ユカイ工学株式会社

が開発したコミュニケーションロボット「BOCCO emo」は、被災時に安否確認などの連絡手段と

なるほか、平時から遠隔で暮らす家族間の見守りやコミュニケーションに活用できることで、

フェーズフリーデザイン認証を受けている 52,53。その他関連する取組みとして、セーブ・ザ・チル

ドレンは「子どもにやさしい防災」と題して、災害に対する備えを日頃から子どもと一緒に行う活

動の啓発を行っている 54。たとえば、「子どもと一緒に非常用持ち出し袋の準備」を行うことや、

新聞紙でつくるスリッパなど「避難所で役立つ工作」の練習など親子で一緒に日常生活のなかで防

災に関する活動や学びを進めることを推奨している。一方で、著者が知る限りではフェーズフリー

な親子間コミュニケーションについて具体的に言及した文献や実践等はあまり見たらない。子ども

の心理的支援に資する親子間コミュニケーションについても、フェーズフリーにより普段からの実

践に落とし込むように促すことで、平時からの普及啓発を拡大できるのではないか。

3　子どもの心理的支援に資するフェーズフリーな親子間コミュニケーションの例

第1章で紹介した主要なPFAガイド 15-19から抽出した、子どもの心理的支援に資するフェーズフ

リーな親子間コミュニケーションの一例を図表2に示す。なお、これは本稿の提案を具体的に示す

ために著者が限定的に挙げたサンプルであり、ここで挙げた以外にも多数の内容が実際には含まれ

ることを強調したい。また、実際にはPFAや精神保健に関わる複数の専門家の合議等を経て抽出

図表2　子どもの心理的支援に資するフェーズフリーな親子間コミュニケーションの例

子どもと会話する際の留意点

・子どもの目をみる。できるだけ相手の目線の高さで会話する

・話は最初から最後までしっかり聴く

・会話中にスマホや時計を見ない

・考えを議論せずに傾聴する

・子どもの努力を励まし、支え、敬意を込めて話しかける。お願いね、ありがとう等の言葉も伝える

・話すことを無理強いしない。つらい体験を無理に聞き出さない。本人が話す場合は否定せずに聴く

・子どもからの質問に対しては、短く、わかりやすく、率直に、年齢に応じた表現を用いて答える

・言語と非言語 (表情・声のトーン等 ) の矛盾を避ける

・ ストレスを経験し、攻撃的な行動をとったり親と離れたがらない子どもに対して、批判的・ネガティブな

口調で接しない

・批判的にならずに子どもの考えや恐怖に耳を傾ける

子どもとの関わり方

・衝撃や喪失を再体験させるもの (メディア映像等 )、騒音、混乱した状況から遠ざける

・できるだけ一人にしない。子どもから離れるときは、どこに行っていつ戻るのかを伝える

・子どもが疑問に思いそうなことを予想してあらかじめ伝える

・過度に干渉せず、傍にいる

・いつもの生活習慣が守れるように支える

・年齢に応じた適切なスキンシップをとる

・ルールと期待事項を明確にする

・子どもが何かの役に立てる機会を探す

・子どもが安全に遊べる場所を確保する

・適度な運動を促す
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することが望ましいと考えられる。

たとえば、子どもと会話をする際の留意点として、「子どもの目をみる。できるだけ子ども目線

の高さで会話する」、「会話中にスマホや時計を見ない」、「子どもからの質問に対しては、短く、わ

かりやすく、率直に、年齢に応じた表現を用いて答える」、「言語と非言語の矛盾を避ける」など

は、被災時のみならず平時から親子間コミュニケーションで実践することで、子どもの心理的安定

や親子間信頼の向上に資する可能性がある。また、想定される状況が平時ではないケースとして、

「衝撃や喪失を再体験させるもの (メディア映像等 )、騒音、混乱した状況から遠ざける」や「つら

い体験を無理に聞き出さない。本人が話す場合は否定せずに聴く」などもあるが、これも自然災害

発生時に限らず日常生活の中で子どもが怖い思い等をした際の対応としても活用できる。なお、子

どもとの関わり方については、子どもの年齢や発達段階に応じた振舞いも必要である 55。

4　フェーズフリー原則との対応

秦他はフェーズフリー実現のための原則として、「常活性」(日常時だけでなく、非常時にも快適

に活用することができる )、「日常性」(日常の暮らしの中で、その商品やサービスを心地よく活用

することができる )、「直感性」(使用方法や消耗・交換時期などが分かりやすく、誰にも使いやす

く利用しやすい )、「触発性」(フェーズフリーな商品・サービスを通じて多くの人に安全や安心に

関する意識を提供する )、「普及性」(安心で快適な社会をつくるために、誰でも気軽に活用・参加

できる ) の5つを挙げている 56。子どもの心理的支援に資する親子間コミュニケーションについ

て、これらの原則に対する充足性を検討することで、フェーズフリー化に向けての課題を整理する。

まず常活性については、PFAはもともと非常時に活用するものであることから、むしろ「非常

時だけでなく、日常時にも快適に活用することができるか」を考える必要がある。この点は「日常

性」の原則にもつながる。これらに関して、PFAの基本原則である「準備、見る、聞く、つなぐ」

は、もともと人が平時には行えているものの非常時には行えなくなってしまうことであり、PFA

ガイドがそれを実現するために実際に役立つ援助方法を提供するものであることから、PFAの内

容は日常生活でも役立つ部分が多いとされる 57。図表2に示した例をみても、PFAガイドにある親

子間コミュニケーションは非常時のみならず平時から活用可能なものが多いと考えられる。ただ

し、PFAは非日常的で甚大なストレスを被った被災者に向けたものであることから、保護的で慎

重な態度の表明が中心となる。そのため、「できるだけ相手の目線の高さで会話する」など、平時

の低ストレス状況下においては親子双方にとってやや冗長・面倒に感じられる部分もあるかもしれ

ない。この点はなぜそうすることが心理的安定につながるのかといった理論的な補足説明を加える

ことで必要性を認知させるとともに、啓発後に実際に平時からどの程度実践できているかについて

調査し検証していく必要もあろう。

次に、直感性と普及性の原則に関して、PFAはもともと専門家のみならず被災者支援に関わる

多くの人に普及することを目指し、実用的な内容が平易な表現で具体的に説明されていることか
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ら、どちらの特性も高いと考えられる。

触発性の原則については、親の子どもに対する言語・非言語コミュニケーションが子どもの安心

や心理的安定につながるという知識や具体的なガイドは、災害時の心理的ケアの重要性に対する気

づきや、日常の対人コミュニケーションがもたらす心理的な効果に対する意識を高めることに寄与

する可能性がある。ただし、この点も定量的な効果検証が今後必要であろう。

以上のように、子どもの心理的支援に資する親子間コミュニケーションはフェーズフリーの原則

の観点からも親和性が高いものと考えられる。一方で、従来のフェーズフリーがどちらかというと

「日常だけでなく非日常にも」という発想であることとに対し 58、本提案はPFAの一部を「非日常

だけでなく日常にも」という発想となることから、啓発を通じて実際に日常で活用されるか、日常

での利用において快適性や適切性を損ねることはないかについては、実践事例に基づいて定性的・

定量的に検証を重ねる必要があろう。

5　本提案の波及効果

親子間コミュニケーションを題材として被災時の心理的反応やそれに対する支援の方法に関する

知識・技能に関する平時からの普及啓発が実現することで、被災時の心理的支援について部分的に

でも自助が可能となれば、その分必要な人に公助が届きやすくなる (図表1)。このことは、在宅避

難者の増加に伴い保健師等による早期の心理的支援提供のマンパワー不足が想定される現状の課題

解決に寄与するものといえる。たとえば在宅避難者向けの公的アプリ等に上述の講習参加経験に関

してステータスを登録できれば、保健師による巡回支援の優先度等に反映することができるかもし

れない。

また、PFAガイドに基づく親子間コミュニケーションを平時から実践することが、平時におけ

る子どもの心理的安定性や親子の信頼関係の向上にも寄与するか、定量的な調査により検証する必

要があろう。

Ⅳ　まとめ

本稿は、今後大規模な自然災害が発生した際に在宅避難者が一層増加することを踏まえた上で、

公助による早期の心理的支援が行き届きにくい懸念があることを論じた。そしてその解決策の1つ

として、PFAガイドの心理的支援に関する内容のうち自助が可能な部分として親子間コミュニ

ケーションを抽出するとともに、フェーズフリー化による平時からの普及啓発拡大の可能性につい

て展望を論じた。

被災者支援にも大きなストレスがかかることから、被災によりすでに大きなストレスを被ってい

る被災者に支援者として多くの役割を背負わせることは適切ではない。一方で、PFAガイドによ

ると、PFA提供者は親のいる子どもに対するケアは親を通じて行う場合が多く、子どもに対して
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どのように働きかけるか、何をしては・言ってはいけないかを親に説明するようになっている部分

も多い。これらの内容については、親があらかじめ把握しておくことで、公助としてのPFA提供

を待つことなく、被災直後から子どもに対するコミュニケーションの中で実践することが可能とい

える。

子どもの心理的支援に資する親子間コミュニケーションは、非常時のみならず平時から実践が可

能であり、それが子どもの心理的安定や親子間の信頼関係の向上に資する可能性もある。そこで、

非常時のみならず平時からという観点でのフェーズフリー化について展望を論じた。本提案は

フェーズフリーの原則とも親和性が高いと考えられる。ただし、平時からの実践が定着するか否か

やその効果については、今後の試行と定量的な検証が求められる。

能登半島地震では、2024年12月17日現在で災害関連死と認定された死者数が247人にのぼり、

直接死者数 (228人 ) を上回っている。このうち死亡に至る経緯・原因としては「震災による

ショック・ストレス」が最多で152人 (61.5%) とされる 59。このことからも、大規模な自然災害発

生時における被災者の心理的支援の必要性に関する認識の醸成と、在宅避難者を含めた早期からの

支援実現のための施策について、一層の研究・実践の蓄積が必要であろう。
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